
1 

２０２３年２月１３日 

監査委員会活動結果報告書 

監査委員 大 草   透 

監査委員 堰 八 義 博 

監査委員 水 尾 衣 里 

２０２２年９月１日から１２月３１日までの監査委員会の活動結果 1は、以下

のとおりである。 

Ⅰ 業務監査 

監査委員会は、放送法第４３条に基づく役員の職務執行に対する業務監査を、

監査委員会監査実施要領および２０２２年度監査委員会監査実施計画に基づき

実施した。 

監査は、当該活動期間中に出された四半期業務報告に記載された業務および、

期間中に生じた事象で監査委員が必要と認めた業務を対象に行った。 

監査では、役員の業務執行状況を確認するため、会長、副会長、理事へのヒア

リングを行った。役員の業務執行状況をより正確に把握するため、｢２０２２年

度第２、第３四半期業務報告｣等の資料査閲、本部部局長、放送局長等へのヒア

リングを行った。また、理事会、リスクマネジメント委員会等の重要会議に出席

あるいは資料査閲をするとともに、内部監査室やリスクマネジメント室、人事

局、経理局、視聴者局などから適時報告を受けた。 

業務監査の結果を、次のとおりに報告する。 

・「重点監査項目」については、①業務執行状況、②会長、副会長、理事の認識、 

③監査委員会の認識、の順で記載した。 

・「その他の監査項目」として、放送センター建替に向けた取り組み、健康確保

のための取り組み、「ＢＳ１スペシャル」問題を受けた放送ガイドライン遵守

の徹底を図る取り組みについて記載した。 

・監査実施計画に「特別監査項目」として掲げた次期会長の任命プロセスにお

ける、放送法および経営委員会規程、「経営委員会委員の服務に関する準則」

1 事案によっては、本報告書作成日までのものも含む 
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等の遵守に関する監査については、経営委員会の状況を確認し記載した。 

１．重点監査項目 

１-１ 内部統制の推進およびリスクマネジメントの取り組みの監査

【監査の視点】 

○内部統制強化の取り組み

○リスクマネジメントおよび不正防止の取り組み

○改革による制度変更や組織変更に伴い生じうる新たな課題への対応

○情報セキュリティ強化などＩＴ統制の取り組み

○内部監査の状況

① 業務執行状況

協会は９月から１１月をコンプライアンス推進強化月間として、職員一人ひ

とりのコンプライアンス意識を高めるとともに職場内のコミュニケーションを

深め、課題の共有・解決につなげるための取り組みを行った。その一環として、

「健康を最優先に、よりクリエイティビティを発揮できる環境づくり」をテー

マに、職場の業務改革について全部局で意見交換を行った。

１１月の組織改正で、リスクマネジメント室を設置し、各部局にあるリスク

マネジメント機能を一元化する体制にした。また、情報システムや情報セキュ

リティに関する体制整備に合わせて関連規程を改正し、ＩＴ投資戦略策定の体

制整備やＩＴ投資に関する責任の明確化および情報セキュリティ・コントロー

ルの推進体制を変更した。

１２月、過去にポスティング事業者等に委託して投函した受信契約の案内文

書のうち、返送期日を記載しているものについて、郵便法上の「信書」にあたる

として、総務省から行政指導を受けた。案内文書のポスティングを停止して内

容を見直すとともに、今後は、特別あて所配達郵便の制度などを適切に活用し

て、引き続き受信料の公平負担に取り組むとした。

１月、ラジオセンター職員が外勤の交通費として、異なる経路や乗車してい

ない区間を申告するなどして不正に請求していた事案を公表し、職員を停職１

か月の懲戒処分にした。

内部監査室は、本部９部局、地域放送局８局、海外支局２局（書面監査）の定

期監査を実施した。また定期監査に加え、テーマ監査として職員の勤務管理等

を点検して現状を分析し、部局の管理者と主管部局である人事局に対して提言
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を行った。 
 

② 会長、副会長、理事の認識 
会長、副会長、担当理事は、以下のような認識を示した。 

コンプライアンス統括理事：「情報セキュリティや個人情報など新しい分野の

リスク対応において、リスクマネジメント機能統合の効果がすでに現れ始めて

いる。今後、現場のリスク対応力の向上や、さまざまな構造改革で生じる課題な

どに取り組んでいく。職場討議で寄せられた声のうち、本部で対応すべきこと

については今年度中に方針を示す」 

情報システム統括理事：「１１月の組織改正で、グループを含むＩＴガバナン

ス強化に向けた体制が整った。今後はＩＴの中長期計画の策定を進め、ＩＴ投

資の最適化やＩＴによる業務改革を推進していく。情報セキュリティ部門とは、

システム開発におけるリスク確認など、引き続き連携を図っていく」 

情報セキュリティ統括理事：「ＢＣＰ確保やＤＸ推進には、情報セキュリティ

の強化が必要不可欠であり、新体制のもとでコストではなく投資だという考え

を徹底して実行していく。特にシステムについては、開発から運用に至るまで、

外部専門家の知見も活用しながら、第三者的立場からリスクヘッジしていく」 

技術統括理事：「ＩＴシステム開発には、技術力と業務設計力の両方が必要だ

と考える。技術力については当面は技術部門からＩＴスキルのある人財を送り

出しバランスを取るが、将来的には技術部門とＩＴ部門の異動ローテーション

を通じて、お互いの専門性を高めていかなければならない」 

 副会長（視聴者統括）：「ポスティング施策を始めるにあたっては、総務省のガ

イドラインに基づいて外部法律事務所の助言も受けながら慎重に検討を行って

きたが、今回の事態を重く受け止めている。施策の再開については、状況を見な

がら慎重に検討してまいりたい」 

 会長：「リスク面を一元的に見る組織を設置し、内部統制強化を図った。組織

のタテとヨコを機能させて幅広く対応し、リスクマネジメントを全体で意識し

て取り組んでいく道筋はできた」 
 
③ 監査委員会の認識 
受信料制度の理解促進や公平負担の徹底に取り組む中、受信契約案内のポス

ティング文書の一部について行政指導を受けたことは遺憾である。今回の指導

を重く受け止め、契約活動への影響を最小限におさえるよう対応にあたるとと

もに、こうした業務を進めるにあたって適切なチェック体制を構築することが

求められる。 

協会は内部統制を一層強化する体制を整えたが、各種インシデントを減らす
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ためには、何より現場での未然防止が不可欠である。リスクマネジメント室に

は現場がリスクのコントロールやマネジメントを適切かつ実効的に運用できる

ようモニタリングし、現場のセルフマネジメントを一層支援するよう求める。 

また、内部監査部門では定期監査に加えて、ＩＴツールやさまざまな監査手

法を用いたテーマ監査等も行い、監査の質の向上に努めていた。引き続き、高リ

スク項目を優先して実施するなどの工夫もしながら効率的・効果的な監査を行

い、各部局でのルール遵守の徹底に加え、協会やＮＨＫグループ経営に資する

提言を行うよう期待する。 

デジタル時代において、ＩＴ人財の確保・育成はますます重要になってくる。

新しくなったＩＴ体制の下で、高度な専門性やＩＴリテラシーをどのように確

保し、デジタル化に対する経営の感度をいかに高めていくのか、注視していく。 

 

 

１-２ 公共メディアとしての放送・サービスの取り組みの監査 

【監査の視点】 

〇安全・安心を支える取り組み 

○デジタル（インターネット等）を活用した視聴者起点の取り組み 

○最新技術を活用した新しい挑戦 

〇視聴者リレーション活動の取り組み 
〇地域情報発信強化に向けた取り組み 
〇国際発信力強化に向けた取り組み 

○ユニバーサルサービスの強化に向けた取り組み 

 

① 業務執行状況 

協会は９月、日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震による最新の被害想定をも

とに災害対策訓練を行った。巨大津波で放送設備が被害を受けたことを想定し

て初動対応を確認したほか、取材や情報発信をどう継続するかを検証した。 

広域的な被害が生じた台風１４号では、地域重視の災害報道と新たなユニバ

ーサルサービスに取り組んだ。身近な地域の最新状況をきめ細かく伝える「リ

アルタイム解説」を実施し、地名や河川名を具体的に示しながら、雨の状況、

洪水や土砂災害の危険度などを伝えた。大雨特別警報が発表された際には、手

話による「命を守る呼びかけ」を初めて行った。 

平時から地域での防災力向上に生かしてもらうため、大雨の際にＡＩリポー

ターが警戒や避難を呼びかけるコンテンツを作成し、誰でもホームページから

ダウンロードできるようにした。また、ＮＨＫ放送技術研究所が開発した技術
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を活用して、災害情報や気象情報の手話を自動生成しホームページで伝える「天

気・防災 手話ＣＧ」の試験提供を始めた。 

新型コロナウイルスについては、第８波の感染状況をはじめ、新たな変異株

の特徴、オミクロン株対応ワクチンの効果や接種率などについて、最新情報を

放送とインターネットで伝えた。 

番組編成において協会は、「新しいＮＨＫらしさ」を追求するため、時間帯ご

とにターゲット層を明確にした「ゾーン編成」を強化し、その視聴分析をもとに

コンテンツの改善に取り組んだ。後期改定では、総合テレビ平日午後１０時台

の「大人の教養・エンタメゾーン」、総合テレビ平日午後１１時台の「若年層向

けゾーン」、Ｅテレ平日午後６時台の「幼児・子ども番組ゾーン」など、視聴者

特性を反映させた波・曜日・ゾーンで、新たな番組をスタートさせるなど、コン

テンツ強化と配置の最適化を進めた。 

全国各地の放送局では、地域の発展への貢献を目的として、視聴者からの疑

問や困りごとをともに考え、解決につなげる取り組みを進め、地域に密着した

番組制作などに取り組んだ。 

放送とデジタルを連動させた大型キャンペーンとして、１０月には「ＮＨＫ

発！鉄道１５０年」で、さまざまな関連番組をまとめてＮＨＫプラスで配信し

たほか、全国の放送局が連携したＳＮＳ企画を展開した。１２月からは若い世

代の幸せについて考えるプロジェクト「君の声が聴きたい」第２弾で、２０本以

上の番組が連動し、特設サイトでも若者たちの声を集めるなどして、若い世代

の課題に向き合った。 

また、東京国立博物館などと開催した国宝の展覧会を中心に、リアルイベン

トと放送が連動した企画を展開し、最新の８Ｋ映像技術と３ＤＣＧなどを駆使

した体験型イベントなどを行った。 

ＮＨＫプラスは、視聴可能な夕方のニュース番組の地域を拡大し、新たに関

東甲信越と関西の１１放送局のニュースが加わった。 

１１月、２３の国と地域・２６機関が参加する国際公共放送会議（ＰＢＩ）が

東京で開催され、協会が会議の企画・運営を担った。公共メディアの存在意義や

将来像について議論するとともに、８Ｋ映像技術などを活用して文化財を記録

する協会の取り組みを紹介した。 

 

② 会長、理事の認識 

会長、担当理事は、以下のような認識を示した。 

メディア統括補佐理事：「さまざまな視聴データを活用してコンテンツの改善

につなげる取り組みは、平日夜の番組などで成果が見えてきた。引き続き全て

の曜日や時間帯で推し進めていく。また、公共性とは何か、ＮＨＫらしさとは何



 

6 
 

か、何を期待されているかなどを客観的な指標に基づいて追求・検証し、協会の

将来像を描いていきたい」 

メディア統括補佐理事（副報道担当）：「ＮＨＫがこれまで培ってきた取材・制

作の専門性とネットワークを生かし、情報空間で公共に資するサービスを提供

できるよう、デジタルに適したコンテンツ制作の手法を確立するととともに、

人財育成にも取り組んでいく」  

経営企画統括理事：「メディア環境が急速に変化する中、国民の皆さまに放送

のみならず通信も活用してあまねく情報を届けることがＮＨＫに求められてい

る。事業規模が縮小する中でも、新ＥＲＰによるコストの見える化や新しい経

営資源マネジメントの確立および職種を超えたコンテンツ制作を進め、コンテ

ンツ強化を図っていく」 

会長：「『新しいＮＨＫらしさ』を追求していくためには、やる気がある若い世

代が活躍できるＮＨＫであることが大切である。公共放送、公共メディアが国

民にとっての財産であり続けるため、改革の推進と定着が今後も不可欠である

と考えている」 

 

③ 監査委員会の認識 

公共メディアとして、甚大化する災害に備え、安全・安心を支える体制を整備

することは最重要の課題である。放送、インターネット、イベント、最新技術な

どを駆使して、一人も取り残さず知識や情報を届けきり命を守ろうとする取り

組みを、今後もさらに高度化していくことを求める。 

テレビ離れが進む中、ＮＨＫコンテンツへの接触率を向上させることは容易

ではないが、日常的にＮＨＫと視聴者との距離が離れてしまっては、公共メデ

ィアとしての役割を果たすことはできない。より一層、さまざまな世代の視聴

者の声に耳を傾け、データを活用してニーズを測り、多様な伝送手段で質の高

いコンテンツを届けることを期待する。 

 

 

１-３ スリムで強靭な「新しいＮＨＫ」に向けた取り組みの監査 

【監査の視点】 

○あるべき事業領域・事業規模・組織体制等に関する検討状況 

〇コンテンツ制作に係る改革および波の整理・削減に向けた取り組み 

〇新ＥＲＰ開発および業務フロー改革の取り組み 

〇訪問によらない営業活動への円滑な移行と公平負担徹底への取り組み 

○受信料の値下げおよび受信料制度のあり方について 
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〇人事制度改革の取り組み 

 

① 業務執行状況 
協会は１０月、ＮＨＫ経営計画（２０２１-２０２３年度）の修正案を公表し

た。構造改革が計画通りに達成する見通しが立ったことから、２０２３年１０

月から地上契約と衛星契約の受信料を１割値下げすることを打ち出した。この

値下げに対し財政安定のための繰越金から総額１５００億円の充当を想定しつ

つ、受信料値下げ後も新たな営業施策による営業経費率の抑制や、番組のジャ

ンル別管理の徹底などにより衛星波のうち２Ｋを１波削減するなどさらなる構

造改革を進めるとした。また放送を取り巻く環境変化の加速を踏まえ、信頼で

きる情報の発信強化や民放等との協力による放送ネットワークの維持などに重

点投資することも示した。 

２０２２年度中間決算は、事業収入は３４８０億円（前年同期比△４１億円）

で、このうち受信料収入では受信契約件数の減少等に伴い前年同期比で３７億

円の減収となった。事業支出は国内放送費の増などにより３１８１億円（前年

同期比＋７６億円）で、事業収支差金は２９９億円となった。 

１１月１日、経営課題への迅速な対応に必要なガバナンスおよびマネジメン

ト機能を強化するため、リスクマネジメント室および経営企画局内にデジタル

業務改革室と技術戦略室の新設と、総務局の再編を行った。 

地域改革の取り組みとして１２月、北海道全体で地域サービスの実施体制を

強化するため、道内７放送局の組織改正を２０２３年４月に実施することを決

めた。 

新ＥＲＰでは、来年度から本格稼働を予定している「タレントマネジメント

システム」の一部が１１月に先行稼働し、考課、キャリア支援、スキル・ナレッ

ジなどの登録が始まった。 

受信料契約取次では、電力・ガス事業者とのＡＰＩ連携や、インターネットで

の受信料の手続きを案内する検索連動型の広告などにより、自主申出が促進さ

れる施策を実施した。また、公平負担に向けて視聴者リレーション活動を通し

て共感・納得の営業活動を展開した。 

人事制度改革では、来年度の人事異動に向けて、「地域」「デジタル」「スペシ 

ャリスト」など各分野の専門性の発揮によって公共メディアを支える人財の公

募を行ったほか、「基幹職選抜プログラム」については昨年度の課題を改善しな

がら選考を行った。 

２０２３年度の波の整理・削減に向けて、協会はＢＳ４Ｋの魅力や視聴方法

を紹介するキャンペーンの強化や、４Ｋコンテンツ強化も含めた提案募集を行



 

8 
 

った。１１月には大規模ＰＲイベントを開催し、１２月にはＢＳ民放５局と共

同でＢＳ４Ｋ８Ｋのキャンペーンを行った。 

 

② 会長、副会長、理事の認識 

会長、副会長、担当理事は、以下のような認識を示した。 

経営企画統括理事:「前例のない一連の改革は縦割りの弊害を打破する効果が

あったが、進捗を見て必要な修正も行いながら改革の定着を図っていく。経営

企画部門としては、人事制度改革では現場の納得感を高める取り組みを十分に

行うこと、また営業改革では巡回訪問によらない多角的な営業への転換を図る

ための機能強化を進めたい」 

  大阪統括理事：「大阪放送局や近畿ブロックではいくつもの改革を全国に先駆

けて行ってきたため、その効果や影響の検証でも先行している。メリットより

もデメリットが大きい点があると判断した場合には柔軟に見直しつつ、改革の

効果を最大化して全国での推進に生かしていきたい」 

技術統括理事：「本部技術部門の組織改正では、組織のフラット化でプロジェ

クトごとに柔軟な要員配置が可能になったほか、システム管理や委託業務など

の責任体制を明確化しリスク管理のレベル向上を図った。関連団体との役割再

定義に向けた試行など、技術改革の進捗については各地の技術責任者にも適時

情報を共有し、現場での議論や検討を通じて、意識改革を進めていきたい」 

総務統括理事：「２０２５年度以降の新放送センターへの円滑な移転に向け 

て、総務局の機能を強化し、オフィス改革やファシリティマネジメントの推進

などを図っている。環境経営については、公共メディアとして社会的責任が果

たせるよう、数値目標とスケジュールを設け、グループ全体で取り組んでいく」 

財務・経理統括理事：「新ＥＲＰでは四半期ごとの進捗管理等により予実管理

をさらに強化して、現場の意識改革を促すとともにさらなる効率的・効果的な

予算執行につなげたい」 

視聴者業務統括補佐理事：「共感・納得の営業活動の充実のためにはコンテン

ツ強化が大きな要素であり、視聴者リレーション活動により接触率を向上させ

て受信契約に結び付け、受信料の安定的な確保につなげたい。また、地域放送局

のマーケティングのサポートや地域特性に合わせた営業活動の支援などへの取

り組みも今後強化していく。既存チャネルである外部企業との連携強化も継続

して進めていきたい」 

人事・労務統括理事：「『基幹職選抜プログラム』については、経営環境の変 

化に対応できる人財確保に成果を上げている一方、育成と一人ひとりの力を最 

大限発揮できる全体業務設計が課題と認識している。フィードバックを含め 

キャリア支援も検討する。新職員制度における業務整理については、地域局を 
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パイロットにマネジメント職の業務スリム化とコンテンツ強化に向けた見直し

を進めており、年度内を目指し、業務の平準化と職務権限のモデルを構築する」 

メディア統括理事：「衛星波の再編にあたっては、ＢＳ２Ｋしか視聴できない

視聴者の利便性確保にも注意を払いつつ、ＢＳ４Ｋならではの超高精細で良質

なコンテンツの周知に取り組んでいく」 

副会長（視聴者業務統括）：「ＮＨＫにはコンテンツの質をさらに高めること

が求められている。そうしたコンテンツを通じた受信契約への理解促進もＮＨ

Ｋ全体で進めていく。また、公益企業とのＡＰＩ連携のさらなる拡大といった

ＢtoＢtoＣチャネルの強化や新たな営業活動手法の確立などにも一層取り組ん

でいきたい」 

 会長：「構造改革を成功させるには、年功序列の人事制度や縦割り組織を同時

に見直す必要があり、この３年で断行した。職員の意思を尊重し、キャリアや生

活スタイルに応じて活躍できる環境を整えたことで職員のモチベーションが高

まり、より一層希望が持てる組織になると考えている」 

 

③ 監査委員会の認識 

経営計画の修正でこの先５年間で予算規模が１０００億円程度減少すること

が予想される中、公共メディアの役割を持続可能な形で果たしていけるのか、

極めて高い関心を持って見ていく。現在、受信契約数が年間計画より大幅に減

少している状況の中、２０２３年１０月の受信料値下げを控え、外部業者との

連携を含めた効果的な営業手法の早期確立や、デジタル技術やデータの活用に

よる業務フローの見直しなどにより、安定的な収入確保と構造改革がより一層

進むことを期待する。 

今後、構造改革の定着に向けて、課題や現場の声をタイムリーに確認し、素

早く改善につなげられているか、「基幹職選抜プログラム」において人財育成

につながる適切なフィードバックがなされているのか、また目標管理の活用な

どによる組織における個人の役割の明確化と的確な評価、ならびに職種ごとの

キャリアイメージの明確化等を通じて、あらゆる世代や職種で高いモチベーシ

ョンを持ち現場力が発揮されているか、注視していく。 

 

１-４ ＮＨＫグループ経営改革の取り組みの監査 

【監査の視点】 

○グループの内部統制強化に係る体制の充実 

○ＮＨＫ本体と関連団体の最適な業務体制再構築に向けた取り組み 

○関連団体の統合や中間持株会社の設立およびその後の状況 
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○内部監査室による関連団体調査等の実施状況 

 
① 業務執行状況 
協会は１２月、本体とグループの一体改革推進のため、中間持株会社「ＮＨＫ

メディアホールディングス」を設立し、その傘下にコンテンツ系子会社５社（Ｎ

ＨＫエンタープライズ、ＮＨＫエデュケーショナル、ＮＨＫグローバルメディ

アサービス、ＮＨＫプロモーション、ＮＨＫアート）が入った。これにより、各

子会社の機能・役割を見直し、業務・要員の効率化や管理機能の集約などガバナ

ンスの強化を進める体制を構築した。 

ＮＨＫグループの４つの一般財団法人（ＮＨＫサービスセンター、ＮＨＫイ

ンターナショナル、ＮＨＫエンジニアリングシステム、ＮＨＫ放送研修センタ

ー）、および公益財団法人ＮＨＫ交響楽団は１１月、それぞれの専門性を生かし

て社会貢献事業を強化し、経営の効率化とコストの低減を目指すとして、統合

することに合意した。これによって４月１日に、４つの一般財団法人が合併し

た新財団「ＮＨＫ財団」がスタートし、ＮＨＫ交響楽団を子法人として、新たな

財団グループを結成する。 

また、グループ全体での「新しいＮＨＫらしさの追求」に向けた体制構築の一

環として、協会は関連団体への再就職のあり方と処遇基準の見直しに着手した。 

 内部監査室は、関連団体２団体の定期調査を行った。 
 
② 会長、理事の認識 
 会長、担当理事は、以下のような認識を示した。 
グループ経営統括理事：「中間持株会社の設立によって、傘下５社の重複業務

の整理や管理間接部門の高度化・効率化などを進めていくとともに、高品質な

コンテンツ作りなどでシナジーを高めていきたい。財団統合においても、社会

貢献活動などでさまざまな効果が生みだせると考えている」 

会長：「現役職員を出向させ若返った子会社社長の下、グループ一体の経営改

革は着々と進んでいる。本部と各子会社が毎年の業務全体の進め方を議論し、

いつまでに何をやるかを明確にしつつ、経営を進化させている。中間持株会社

や財団統合も成果を期待できる形になってきている」 

 
③ 監査委員会の認識 
コンテンツ系子会社５社を束ねる中間持株会社の設立や５財団の統合および

子法人化の合意により、新たなグループ経営の体制が第一歩を踏み出したこと

は評価に値する。しかし、大切なのはこれからである。新体制の下で、ガバナン
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スの強化や業務の効率化がどのように実現されていくのか、新たな課題やリス

クが生じた場合にもそれを適切にのりこえていくことができるのか、財団統合

によって社会貢献事業がどう強化されるのかなど、監査委員会は高い関心を持

って注視していく。受信料の値下げによってＮＨＫグループ全体の事業規模が

縮小していく中で、中長期的にグループ一体の経営改革がどう進められていく

かについても注目していく。 

 

 

２．その他の監査項目 

２-１ 放送センター建替に向けた取り組みの監査 

 
① 業務執行状況 

 新放送センター建替の抜本的な見直しに関連して、２０２１年９月に設置さ

れた会長直轄プロジェクトでは、情報棟の竣工予定である２０２５年以降の経

営状況や技術の進化を見据えて機能を最適化するための検討を行っている。 

 協会は１２月、埼玉県川口市の「さいたま新産業拠点ＳＫＩＰシティ」に整備

する「ＮＨＫ川口施設（仮称）」について、整備予定地の隣接地の追加取得に向

けて川口市と土地交換条件の合意に達した。川口施設にはドラマ制作施設を集

約することを予定している。 

 再編された総務局では、情報棟への機能移転およびそれに続く制作事務棟な

どの全面建替と移転を着実かつ効率的に実施することを目指した体制を構築し

た。 
 

② 会長、理事の認識 
会長、担当理事は、以下のような認識を示した。 

新放送センター業務統括理事：「今後の経営状況や働き方の見直しなど将来の

さまざまな変化に柔軟に対応できることを考慮して、引き続き建替計画の見直

しを進めている。川口施設については、現場の意見も取り入れながら働きやす

い環境を実現するための具体策を提示したい」 

会長：「川口施設へのドラマ制作施設の集約により、渋谷への一極集中を緩和

することができる。新放送センター建替については、論点を詰めて専門家で議

論し一つずつ着実に進めることが必要だ」 

【監査の視点】 

○長期プロジェクトのマネジメントの継続性 

○建替に関する公平性、透明性、客観性確保の取り組み 

○川口施設を含む建設計画の抜本的な見直しや事業継続の検討状況 
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③ 監査委員会の認識

放送センター建替の抜本的な見直しの検討にあたっては、コスト削減だけで

はなく、長期的な視点による現場との連携や計画の柔軟性の維持等について叡

智を結集することを期待している。川口施設の職場環境等への懸念払拭に向け

てもきちんと対応してほしい。また、長期プロジェクトにおいてマネジメント

の継続性が担保されるための適切な管理体制が構築され続けているかについて

も監査委員会は引き続き注視していく。

２-２ 健康確保のための取り組みの監査

① 業務執行状況

協会は健康確保について、全国局長会議や全職員への説明会を開催したほか、

コンプライアンス推進強化月間に職場討議を行った。全職員が業務の抜本的な

見直しを考えるとともに、健康を最優先とした働き方への意識改革の必要性を

共有する機会とした。

 また過重労働の防止に向けて、健康確保のアラート対象となった職員につい

ては、人事局長から所属部局長に対して、過重労働が発生した原因の分析や、業

務のフロー・体制・分担などの見直しを行い、報告するよう求めた。

 さらに、有識者検討会を複数回実施し、主に産業医面接指導の受診率向上に

対する提言を受けた。協会は有識者検討会で得られた助言・提言、ならびに職場

討議で出された意見・提案等も踏まえ、１月、産業医面接スキームの見直しのほ

か、記者や基幹職の健康確保施策の見直し・強化、施策の執行状況をフォローす

る健康確保部門の新たな設置などを行うとした。

② 会長、理事の認識

会長、担当理事は、以下のような認識を示した。

人事・労務統括理事：「長時間労働については、各部局長に、個々のケースを

分析したうえで体制やフローの見直しなど業務改革案の検討と報告を求め、役

員に共有することとした。健康確保施策の見直しも進めているが、実効性向上

には職員自身の意識改革が不可欠である。有識者検討会で『健康に関する職員

【監査の視点】 

○長時間労働の抑制に向けた現場での対応や組織運営の取り組み

〇健康確保施策の実効性向上に向けた取り組み 

〇ＮＨＫグループ全体の意識改革への取り組み 
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全体の認識が不足』との指摘を受けたことを踏まえ、入局時点から健康管理の

重要性を徹底していく」 
メディア統括理事：「長時間労働を抑制するために、業務のスクラップを適切

に進めるとともに、経験値の高い一部の職員に業務が集中しないようノウハウ

の共有や人財育成などを通して業務の平準化を図る。健康を最優先にした働き

方と質の高いコンテンツの提供を両立していく」 

会長：「労働実態の現状を直視し、組織風土を変えていく必要がある。そのた

めにも健康管理への対応を評価につなげるなど、人事局には前面に立って厳し

く見てもらうよう指示した」 

 

③ 監査委員会の認識 

特定の人に業務が集中しないよう、各職場における業務フローや体制などの

見直しを行うとともに、業務の平準化やノウハウの共有などにより、余人をも

って代えがたい状況を作り出さないことが、長時間労働の抑制のみならず組織

のＢＣＰの観点からも重要である。まずは職場討議において出された課題の解

決に向けて各職場が知恵と工夫を結集して取り組むこと、さらにパターンごと

の処方箋を作って蓄積し、組織間で共有していくことを期待する。 

また業務設計においては、繁忙期におけるマンパワーを自局で捻出すること

が難しい場合には、広域ならびにＮＨＫグループ全体のサポートなども含めて

検討することが肝要である。それでも解決しない場合には、協会は経営資源の

再配分を検討することも必要である。 

 健康確保施策の実効性を上げるためには、何より全職員がその趣旨を理解し

心を一つにしてこの問題に向き合わなければならない。協会がＮＨＫグループ

全体の意識改革にどう取り組んでいくのか、監査委員会では、各部局における

勤務管理への対応状況もフォローしながら、高い関心を持って注視していく。 

 

 

２-３ 「ＢＳ１スペシャル」問題を受けた放送ガイドライン遵守の徹底を図る

取り組みの監査 

 

① ＢＰＯ意見と協会の再発防止策 

 ＢＰＯ（放送倫理・番組向上機構）の放送倫理検証委員会は、２０２１年１２

月に放送したＢＳ１スペシャル「河瀨直美が見つめた東京五輪」について、９

月、「重大な放送倫理違反があった」とする意見書を公表した。 

【監査の視点】 

○実効的な再発防止策の実施状況 
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 協会は、全国の放送局に、番組やコンテンツの正確さやリスクについてチェ

ックする責任者を配置し、「複眼的試写（直接の担当者ではない職員などが参

加する試写）」の実施を判断するチェック体制を強化したほか、放送前に番組

や台本を見て助言を行う「事前考査」の対象番組にＢＳ１スペシャルを加え

た。 

放送ガイドラインの原点に立ち返るジャーナリスト教育としては、新卒採用

から３年以内に行う必須研修や昇進に伴う必須研修で今回の問題を取り上げて

講義を行ったほか、職員向けのオンライン研修に今回の問題を検証する講座や

「放送ガイドライン」「放送の自主・自律」などの講座を設け、ジャーナリス

トの基本を学ぶ体制を整えた。コンテンツ制作現場では、１０月に３週間にわ

たって、番組制作を担当する部局の職員を対象に、取材・制作におけるリスク

を学ぶ勉強会を開催し、放送ガイドラインの基本姿勢や過去に放送業界で起こ

った問題についての説明、制作担当者が経験したリスク事例の共有などを行っ

た。 

さらに、協会内の職員向けホームページに、取材・制作をめぐって問題となっ

た事例をリストアップしたサイトを開設し、今回の「ＢＳ１スペシャル」報道を

含め、それぞれの事例の原因や背景を紹介して職員が教訓を学べるようにした。 

協会はこうした取り組みをまとめた報告書を１２月、ＢＰＯの放送倫理検証

委員会に提出し、了承された。 

② 会長、理事の認識

会長、担当理事は、以下のような認識を示した。

大阪統括理事：「番組・ニュースの品質管理システムは強化できているが、最

も注意すべきは『慣れによる形骸化』である。自分事として職場で議論する場や

研修の機会を定期的・継続的に設けて、決して風化させない努力を続けていく」 

メディア統括補佐理事（副報道担当）：「再発を防ぐために最も重要なのは、

今回の教訓をそれぞれの職員がどう“自分事”にしていくかだと考える。そのた

めにあらゆる層で研修等を通じたジャーナリスト教育を行うなど、教訓を確認

し今後に生かす取り組みを継続していく」 

会長：「再発防止のためには、入局後すぐの新人層から基本的なジャーナリス

ト教育を徹底することが必要だ。取材・制作の基本をおろそかにすれば、またい

つでも起こりうるということを各職員が深刻に受け止め、実効性のある研修を

続けていくことが重要だ」 

③ 監査委員会の認識

監査委員会は、協会がＢＰＯの指摘を真摯に受け止め、さまざまな再発防止
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策を着実に行っていると認識している。そうした取り組みを粘り強く続けるこ

とで今回の教訓を風化させないことが重要で、今後も再発防止策がしっかり機

能していくか、注視していく。 

３．特別監査項目 

  会長が２０２３年１月に任期満了を迎えることから、経営委員会は７月２６

日に会長任命に関する指名部会を設けた。同日と８月３０日に任命に係る内規

を確認し、９月２７日に５項目からなる次期会長の資格要件を決定・公表、１０

月１１日に現会長から協会の業務状況の説明を受けた。１０月２５日に現会長

の業績評価に関する意見交換を行い、１１月８日に今後の手続きとスケジュー

ルを確認した。

１２月５日の指名部会で現会長の業績評価およびその他の候補者の推薦を確

認し、次期会長の最終候補者として稲葉延雄氏を決定した。引き続き、経営委員

会を開催し、全員一致で稲葉氏を次期会長に任命することを決定、公表した。

 監査委員会は、この間の次期会長の任命プロセスは、所定の手続きに従った

適正なものだったと認識している。

Ⅱ 会計監査 

監査委員会は、会計監査人であるＥＹ新日本有限責任監査法人から、１０月

に２０２２年度７月から９月の監査実施概要について説明を受けた。１１月に

は中間決算の監査結果について説明を受け、中間財務諸表について有用な情報

を表示しているとの報告を受けた。 
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Ⅲ 監査委員会の活動 

１． 監査委員会活動結果報告 

 放送法第３９条第６項に基づき、経営委員会に報告した監査委員会の職務

の執行状況は、次のとおりである。 

○ ２０２２年９月１３日

 職員の労災認定事案についての監査委員会見解

 「ＢＳ１スペシャル」事案についての監査委員会見解

○ ２０２２年９月２７日

 ２０２２年４月１日から８月３１日までの監査委員会活動結果報告

○ ２０２２年１０月１１日

 ２０２２年度監査委員会監査実施計画の変更

○ ２０２２年１０月２５日

 子会社管理状況等の報告についての監査委員会報告

２． 監査委員会の開催 

○ 第３７４回監査委員会（２０２２年９月１２日）

 「ＢＳ１スペシャル」の事案について

 会長ヒアリング

 職員の労災認定の事案について

 監査委員会活動結果報告書（案）について

○ 第３７５回監査委員会（２０２２年９月２６日）

 監査委員会活動結果報告書（案）の議決

 ２０２２年度監査委員会監査実施計画の変更（案）について

 入札契約委員会についての報告

 顧問弁護士とのコミュニケーション

 ＩＴコンサルタントとのコミュニケーション

○ 第３７６回監査委員会（２０２２年１０月１１日）

 職員の懲戒処分について

 ２０２２年度監査委員会監査実施計画の変更（案）の議決

 放送局長ヒアリング報告



17 

○ 第３７７回監査委員会（２０２２年１０月２４日）

 放送局長ヒアリング報告

 会長との情報交換

 会計監査人からの報告

 会計監査人とのディスカッション

 関連団体調査結果報告

 子会社管理状況等の報告

○ 第３７８回監査委員会（２０２２年１１月７日）

 副会長から人事等の説明

 内部通報等の報告

 内部監査結果報告

 関連団体調査結果報告

 放送局長ヒアリング報告

 子会社ヒアリング報告

○ 第３７９回監査委員会（２０２２年１１月２１日）

 リスクマネジメントについて

 会計監査人からの報告

 内部監査結果報告

 放送局長ヒアリング報告

○ 第３８０回監査委員会（２０２２年１２月５日）

 入札契約委員会について

 ２０２２年度上半期内部監査・関連団体調査実施状況、２０２２年度上半期

内部監査結果・関連団体調査結果の報告

○ 第３８１回監査委員会（２０２２年１２月１９日）

 健康確保施策に対する有識者検討会の助言・提言について

 受信契約案内のポスティング文書に対する総務省からの行政指導について

 内部監査結果報告

 放送局長ヒアリング報告

 「ＢＳ１スペシャル」の事案について



18 

〔参考〕   （※印はリモートでの参加・実施） 

会長、副会長、理事に対するヒアリング 

ヒアリング対象者 日 付 監査委員 

山名理事 １２月２２日 大草委員 

安保理事 １月１２日 大草委員 

熊埜御堂理事 １月１３日 大草委員 

児玉理事・技師長 １月１３日 大草委員 

小池専務理事 １月１６日 大草委員 

山内理事 １月１７日 大草委員 

伊藤専務理事 １月１８日 大草委員 

板野専務理事 １月１８日 大草委員 

中嶋理事 １月１９日 大草委員 

正籬副会長 １月１９日 大草委員 

林専務理事 １月２０日 大草委員 

前田会長 １月２３日 
大草委員 
堰八委員 
水尾委員 

本報告書に係るヒアリングは上記に記載している。 
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部局長等に対するヒアリング 

ヒアリング時点の組織名を記載 

 

放送局長に対するヒアリング 

ヒアリング対象者 日 付 監査委員 視察等 

広島放送局長 ９月２８日 大草委員 
広島平和記念資料館、 

８Ｋシアター 

岡山放送局長 ９月２９日 大草委員 
金甲山テレビ放送所、 

錦ラジオ放送所 

大阪放送局長 １０月５日 大草委員 放送会館 

奈良放送局長 １０月６日 大草委員 
春日大社、 

放送会館（旧、現） 

松山放送局長 １０月２６日 堰八委員 行道山テレビ放送所 

ヒアリング対象者 日 付 

報道局 災害・気象センター長  ９月 ７日 

リスク管理室長  ９月１４日 

グループ経営戦略局長 １０月１２日 

経営企画局長 １０月１４日 

新放送センター建替本部 副本部長 １０月２４日 

リスクマネジメント室長 １１月 ２日 

技術局専任局長 １１月２４日 

地域統括補佐理事、地域改革支援局長 １１月２４日 

メディア総局 クリエイターセンター長 １１月２４日 

報道局長 １１月２９日 

人事局長 １１月２９日 

視聴者局長 １２月 １日 

人事局長 １２月 ７日 

地域改革支援局長 １２月１３日 

メディア総局 第３制作センター長 １２月１３日 
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高松放送局長 １０月２７日 堰八委員 
前田山テレビ放送所、 

サテライトスタジオ 

福岡放送局長 １１月１０日 水尾委員 福岡タワー 

長崎放送局長 １１月１１日 水尾委員 平和公園資料館 

首都圏放送局長 １２月１４日 大草委員 
首都圏放送局 

各センター執務室 

 

業務視察等 

内容 日 付 監査委員 

災害対策訓練視察 ９月 ２日 大草委員 

緑山スタジオ視察 １０月１４日 大草委員 

特別展「国宝」、８Ｋ文化財視察

（東京国立博物館） 
１１月 ２日 大草委員 

ＮＨＫ放送技術研究所視察 １１月２８日 大草委員 

ＮＨＫふれあいセンター視察 １２月１５日 大草委員 

ＮＨＫ放送博物館視察 １２月２２日 大草委員 

 

 

重要な会議への出席等 

○ 経営委員会 

回 日 付 監査委員 

第１４０７回  ９月１３日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４０８回  ９月２７日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４０９回 １０月１１日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４１０回 １０月２５日 大草委員、堰八委員、水尾委員 
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第１４１１回 １１月 ８日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４１２回 １１月２２日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４１３回 １２月 ５日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４１４回 １２月 ６日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

第１４１５回 １２月２０日 大草委員、堰八委員、水尾委員 

 

○ 理事会、役員会 

回 日 付 監査委員 

第１０回  ９月１３日 大草委員 

第１１回  ９月２７日 大草委員（書面で確認） 

第１２回 １０月１１日 大草委員 

第１３回 １０月２５日 大草委員 

第１４回 １１月 ８日 大草委員 

第１５回 １１月２２日 大草委員 

第１６回 １２月 ５日 大草委員（書面で確認） 

第１７回 １２月２０日 大草委員 

 

○ リスクマネジメント委員会 

回 日 付 監査委員 

第２回 １０月２５日 大草委員 

 

 

○ ＩＴマネジメント委員会 

回 日 付 監査委員 

第２回 ９月１４日※ 大草委員 

  


